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今年度要求のポイント

整理番号 14 - 059

事業期間 　H１８～　H　　

平成24年度決算額

3 局・課名 子ども青少年局　保育運営課
マスタープラン
３つの挑戦

子育て
マスタープラン

施策番号
3

区分
その他一般施策

内容・積算等

Ｈ１８　民間保育園4園
Ｈ１９　民間保育園1園
Ｈ２０～　民間保育園2園

2か所の民間保育園で、事業の継続実施

【経過（～25年度）】 【26年度】

　民間保育所のうち2園において、保育所保育指針に基づいた研究テー
マを設け、半年～約1年間の実践研究を行う。
　実践研究にあたっては、学識者からの指導・助言・検証を受けるこ
ととし、研修報告書の作成、幼児教育研究発表会（幼稚園と合同）で
の報告等を行う。事業については、委託による手法をとる。

事業目的

事業内容

平成26年度の事業を検証し、平成27年度の
研修事業の企画に繋げる。

【今後（27年度～）】

その他　特記事項

本事業は、教育委員会学校環境整備室と連携し実
施しており、保育所と幼稚園が相互に連携し、義務
教育の円滑な移行につながる幼児教育の推進を
図っている。

スケジュール（経過及び今後展開）

合計 2,400

(単位　千円)

関連事業

平成25年度予算額 平成26年度要求額

全体事業費

26年度要求額

　平成27年度に、子ども・子育て支援新制度が本格実施される予定であり、今後
保育所においても幼保連携型認定こども園への移行を視野に入れ、さらなる幼児
教育の重要性が求められる。本趣旨をふまえた研究テーマにより実践研究が実施
できるよう、事業委託に必要な経費を要求する。

25年度予算

主な要求内容 （単位：千円）

事業費

2,4002,4002,400

2,400 事業研究費

2,400

事 業 名
保育運営課一般管理

（幼児教育実践研究事業）

2,400

事 業 費

　「小1プロブレム」と言われる義務教育の移行期における様々な教育
課題をとらえ、小学校に行くまでの教育の基礎的なスキルを身につけ
るカリキュラムを日常保育に取り入れた実践を行い、本市における幼
児教育のさらなる充実・発展を図る。

項目

幼児教育実践研究事業（教育委員会）


